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復興再生土の利用に対する国民の受容度が二極化 
全国 47都道府県の 5,257人を対象とした調査を論文として発表 

 
長崎大学原爆後障害医療研究所は「東京電力福島第一原子力発電所（以下 福島第一原発）事故後に発

生した除去土壌の復興再生利用に対する国民の受容に関連する要因」についての研究を行い、その成果が
英文専門誌『Progress in Disaster Science』に掲載されました。 
 

2011年の福島第一原発事故後、政府は環境中の放射性セシウムを取り除くために表面の土壌を除去す
る等の除染を実施しました。その結果、福島県内の除染で生じた除去土壌は、現在福島県大熊町と双葉町
に設置された中間貯蔵施設に保管されており、2045年 3月までに福島県外で最終処分される方針です。
除去土壌のうち、比較的放射性セシウム濃度が低い土壌（8,000ベクレル/kg以下）は、復興再生土とし
て公共事業等で利用し、最終処分の総量を削減する計画ですが、このことについての国民の認知や理解を
進めることが必要です。 
そこで長崎大学は、2024年 5月に、全国 47都道府県の 5,257人を対象に、復興再生土の利用に対す

る国民の受容に関連する要因を調査し、分析を行いました。本研究成果は、2025 年 9 月に PLOS One
で発表された論文（福島第一原発事故後の除去土壌の復興再生利用に関する情報への関心）の続報です。 

 
調査対象者の 46.7%（2,451人）が復興再生土の利用を受容すると回答したのに対し、53.3%（2,806

人）が受容しないと回答し、世論が二極化していることが示されました。 
 
この研究は、福島国際研究教育機構（F-REI）の委託研究として行われました。 
 
 

【研究成果のポイント】 
 復興再生土の利用の受容度には地域差があった。福島県のみ受容群が非受容群の回答を上回った。 
 復興再生利用の受容には、復興再生土や復興再生利用の認知、福島第一原発事故の記憶、除染実施

の認知、放射線の知識が独立して影響を及ぼしていた。 
 非受容群が復興再生土の健康影響を最も懸念していた一方で、受容群は復興再生土の風評被害を最

も懸念していた。 
 
 



復興再生土の利用の受容に独立して影響を及ぼす要因 

ロジスティック回帰分析 Odds ratio; オッズ比, CI; 信頼区間 
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